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答 申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した地方税法（以下

「法」という。）３４２条１項の規定に基づく固定資産税賦課処分及び

法７０２条１項の規定に基づく都市計画税賦課処分に係る審査請求につ

いて、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、東京都 ○○都税事務所長（以下「処分

庁」という。）が、請求人に対し、平成３０年６月１日付けで行っ

た平成３０年度分の固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税

等」という。）賦課処分のうち、別紙１物件目録記載の土地（以下

「本件土地」という。）に係る部分（内容は、別紙２賦課処分目録

２記載のとおり。以下「本件処分」という。）について、その取消

しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

(1) 本件土地は、登記簿及び登記所備付けの地図上は存在し、同地

図上、本件土地の南側に位置する宅地８筆（これらの土地を一括

して、以下「隣接宅地」という。ただし、このうち○○番○○の

土地は、本件土地と接していない。）と、本件土地の北側に位置

する請求外○○所有の土地との間に位置している。なお、登記所

備付けの地図上、本件土地と上記○○番○○の土地との間には、

無番地の土地が介在しているが、関東財務局に確認したところ、

同無番地の土地は○○に譲与されているものであることが判明し
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た。しかし、現況は、現地にブロック塀が設置されているとこ

ろ、塀の南側は隣接宅地であり、北側は○○であって、本件土地

の存在が確認できず、本件土地の位置、形状及び地積は、特定で

きない状態となっている。 

したがって、本件土地は、現在存在しない土地であるか、又は

隣接宅地と重複しているものであるから、不存在の土地又は地積

０平方メートルの土地として扱うべきであって、課税対象とはな

らない。本件処分は課税要件を欠いたままなされたものであるか

ら、取り消すことを求める。 

(2) なお、請求人が○○の関係者に確認を行ったところ、○○には

他人の土地は存在しない、本件土地はかつて獣道であり、○○に

あるものではなく、○○の外周下部に位置していた法面であった

とのことである。 

現在においては、かつて○○の外周に存在したという法面の形

状を、現地で見ることはできないが、 ○○と隣接宅地との間に

は、明確な段差がある（○○が隣接宅地より高く、また、段差部

分 は 、 斜 面 で は な く 、 コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク で 補 強 さ れ て い

る。）。 

(3) また、本件土地の登記名義は、請求人の前身である○○が、○

○から昭和４２年１月１０日真正な登記名義の回復を原因として

取得したものであるが、本件土地を含む旧○○番○○の土地の所

有権は、そもそも、○○の前身である、○○が、昭和５年に、○

○から取得したものである。 

○○が本件土地を取得した経緯は不明である。しかし、現況等

に照らし、請求人は、以下のとおり推測する。 

ア 大正１３年頃に、○○が、旧○○番○○の土地周辺一帯（現

在の本件土地及び隣接宅地を含む。）を「○○分譲地」として

分譲した。 

イ アの旧○○番○○の土地周辺一帯の分譲を行った当時、○○
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は、旧○○番○○の土地の所有権を有していなかったが、何ら

かの理由により、現在の隣接宅地に相当する４区画（なお、そ

の後の分筆により筆数は増加している。）を、その一部に旧○

○番○○の土地を組み込んだまま分譲し、売り渡した分譲区画

を、旧○○番○○の土地も含めて、各購入者に引き渡した。 

また、前記 (2)の○○の関係者の話によると、分譲当時は隣

接宅地側の建物は、獣道を外して建築されたと聞いているとの

ことである。 

ウ 昭和５年頃に、○○が、イの分譲地の各購入者に対する売買

契約上の所有権移転義務を履行するために、○○から旧○○番

○○の土地を購入した。ただし、○○からの移転登記は、○○

の先代の○○名義において行った。 

また、旧○○番○○の土地について、各分譲区画の購入者へ

の登記名義の変更は、昭和５年前後の時点では行われることな

く、以後、○○から○○への登記名義変更後も区画に合わせた

本件土地の分筆はなされておらず、本件土地に関し、分譲地の

各購入者への所有権移転登記は、現在も未了である。 

(4) 上記 (3)のとおり、○○は、分譲地の購入者に対し、第三者所

有に係る旧○○番○○の土地を分譲し、事後に、他人物売買にお

ける所有権移転義務履行のため、同土地の所有権を取得したもの

で、同取得の時点で、契約上買主に同土地の所有権は移転してお

り、その後○○の法的地位を承継した請求人は、現在本件土地の

登記名義を有するものの、実体としては、これを所有しておら

ず、本件土地は、隣接宅地に組み込まれたものと考えられる。 

(5) 現在、隣接宅地の登記上の合計面積と、隣接宅地の範囲が現地

のブロック塀まであるものとの前提で実測した合計面積との間に

は大きな差はなく、このことは、本件土地が存在しないか、隣接

宅地と重なり合っていることの証左である。したがって、本件処

分は、存在しない土地に係る賦課であるか、隣接宅地への賦課と
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同じ対象に係る賦課となって、誤った処分であるから取り消され

るべきである。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項によ

り、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

年 月 日 審 議 経 過 

令和元年７月２２日 諮問 

令和元年８月３０日 審議（第３６回第３部会） 

令和元年９月２７日 審議（第３７回第３部会） 

令和元年１０月２４日 審議（第３８回第３部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

(1) 固定資産税等の賦課期日 

法３５９条の規定によれば、固定資産税の賦課期日は、当該年

度の初日の属する年の１月１日とするとされており、法７０２条

の６の規定により、都市計画税においても同様とされている。 

(2) 固定資産税等の納税義務者についての定め 

法３４３条１項によれば、固定資産税は、固定資産の所有者に

課するとされ、同条２項によれば、前項の所有者とは、土地又は

家屋については、登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補充

課税台帳に所有者として登記又は登録されている者をいうとされ

る。 
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また、都市計画税を課する「所有者」については、法７０２条

により、固定資産税の場合と同趣旨とする定めがなされている。 

すなわち、土地又は家屋に対する固定資産税等の賦課について

は、いわゆる台帳課税主義がとられているのであって、賦課期日

において登記簿に所有者として公示されている者は、真実の権利

関係の如何にかかわらずその年度の固定資産の納税義務者として

決定されるものである（土地に係る固定資産税等の場合につい

て、大阪地方裁判所昭和５１年８月１０日判決・行政事件裁判例

集 ２ ７ 巻 ８ 号 １ ４ ６ １ 頁 ・ 裁 判 所 ウ ェ ブ サ イ ト 裁 判 例 情 報 登

載）。 

(3) 固定資産課税台帳 

法３８０条１項によれば、市町村（特別区の存する区域におい

ては、都）は、固定資産の状況及び固定資産税の課税標準である

固定資産の価格を明らかにするため、固定資産課税台帳を備えな

ければならないとされている。なお、「固定資産課税台帳」と

は、土地課税台帳、土地補充課税台帳、家屋課税台帳、家屋補充

課税台帳及び償却資産課税台帳を総称するものである（法３４１

条９号）。 

(4) 土地課税台帳への登記地積の登録 

法３８１条１項の規定によれば、市町村長（特別区の存する区

域においては、都知事）は、土地課税台帳に、総務省令で定める

ところにより、登記簿に登記されている土地について不動産登記

法２７条３号及び３４条１項各号に掲げる登記事項等及び当該土

地の基準年度の価格又は比準価格を登録しなければならないとさ

れている。不動産登記法３４条１項４号には、土地に係る登記事

項として地積を掲げているから、土地課税台帳には、登記簿に登

記されている当該土地の地積が登録されるべきこととなる。 

(5) 固定資産税等の課税標準 

基準年度（法３４１条６号。平成３０年度は基準年度に該当す
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る。）に係る賦課期日に所在する土地又は家屋に対して課する基

準年度の固定資産税等の課税標準は、当該土地又は家屋の基準年

度における賦課期日における価格で土地課税台帳若しくは土地補

充課税台帳又は家屋課税台帳若しくは家屋補充課税台帳に登録さ

れたものとされている（法３４９条１項、７０２条）。 

(6) 固定資産税等の税率 

法３５０条の規定によれば、固定資産税の標準税率は１００分

の１．４とされ、法７０２条の４の規定によれば、都市計画税の

税率は１００分の０．３を超えることができないとされている。 

東京都都税条例（昭和２５年東京都条例第５６号）は、固定資

産税の税率を１００分の１．４、都市計画税の税率を１００分の

０．３と定めている（１２２条及び１８８条の２７）。 

(7) 固定資産税等の徴収の方法 

法３６４条１項によれば、固定資産税の徴収については、普通

徴収（徴税吏員が納税通知書を当該納税者に交付することによっ

て地方税を徴収すること。法１条１項７号）の方法によるものと

されている。 

また、法７０２条の８第１項の規定によれば、都市計画税の賦

課徴収は、固定資産税の例によるものとし、原則として固定資産

税の賦課徴収とあわせて行うものとされ、この場合、同条５項に

よれば、納税通知書は、固定資産税及び都市計画税をあわせて作

成されるものとされる。 

２  これを本件についてみると、 本件土地については、登記簿に所

在、地目、地積等が公示された土地であり、登記所備付けの地図に

も存在、形状が公示されている。また、平成３０年度の固定資産税

等に係る賦課期日現在の本件土地の所有名義人は請求人である。本

件土地に係る土地課税台帳には、上記地積、所有者が登録され、ま

た、東京都知事が定めた価格が登録されていることから、本件処分

は、処分庁が、これらの登録事項を基に、平成３０年度の固定資産
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税等に係る賦課処分を行ったものであることが認められ、この点

で、本件処分は、法令の定めに則ったものであり、違法・不当なも

のではない。 

また、土地課税台帳の記載を前提とする限り、本件処分には課税

標準及び税額を定めるに当たっての違法又は不当な点があるものと

は認められない。 

３ 請求人の主張について 

(1) 請求人は、本件土地は、登記簿及び登記所に備え付けられた地

図の上に記録されてはいるものの、現実には存在せず、又は隣接

宅地に取り込まれ、隣接宅地と重なり合っていて、その意味で独

自の面積のないものであって、固定資産税等の課税要件を満たす

ものではないから、本件処分は、違法な処分であり取り消すべき

であると主張する。そして、本件土地が不存在又は隣接宅地に取

り込まれているとする理由について、請求人は、前記第３・(3)

ないし (5)のように、大正１３年頃に行われたという旧○○番○

○の周辺一帯の土地の分譲以降の経緯を述べつつ主張しているの

で、当該主張の当否について検討する。 

ア 登記所備付けの地図の記載によれば、本件土地及び分筆が行

われる以前の旧○○番○○の土地は、○○と隣接宅地とに挟ま

れた狭小長大な形状の土地であると認められる。 

一方、請求人の主張によると、分筆前の旧○○番○○の土地

は、かつて獣道であり、○○ではなく、○○の外周下部に位置

していた法面であったとのことである。請求人が提出した現地

写真によると、○○と隣接宅地とされる土地との間には、現状

では法面は確認できないものの、段差があり、コンクリートブ

ロックで補強されているようである。しかし、分譲当時は隣接

宅地側の建物は、獣道を外して建築されたと聞いているとの○

○の関係者の話があることなども勘案すると、大正１３年頃、

周辺で土地の分譲が行われた当時までは、現在の段差付近の位
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置に狭小長大な形状の法面があったと考えても矛盾はないもの

と考えられる。また、旧○○番○○の土地がそのような土地で

あったと推測することは、登記所備付けの地図に表示された本

件土地の形状とも符合するものといえる。 

そうとすると、旧○○番○○の土地は、少なくとも、前記の

分筆によって公示された当初は、その存在及び形状が現地で明

確に確認できるものであったものと推認されるから、請求人の

主張に触れられている大正１３年頃以後のいずれかの時点で、

その存在が消滅し、又は面積のないものと評価すべきものとな

るような何らかの変化が生じたのかどうかが、本件での論点で

あるということとなる。 

イ 請求人は、旧○○番○○の土地の周辺一帯の土地では、大正

１３年頃に○○による宅地分譲が行われ、その際、○○は、旧

○○番○○の土地を所有していないにもかかわらず、同土地

も、分譲地の多数の区画のうち現在の隣接宅地に相当する４区

画 に 含 め て 売 却 し た と 主 張 す る （ 前 記 第 ３ ・ (3)・ イ ） 。 ま

た、現在の隣接宅地の登記面積が、○○との境界部分までの実

測面積とほぼ一致していることから、隣接宅地に本件土地が取

り込まれ、又は、隣接土地と本件土地とは重なり合っていると

主張する（同・(5)）。 

しかしながら、 旧○○番○○ の土地と分譲地 とは、それぞ

れ、前者は、上記分譲のあった大正１３年以前からの○○番の

地番を基とし、後者は主に○○番の地番を基としており（○○

番○○を除く。）、その由来を異にするものであり、また、大

正１３年以降に、両者の間で筆境が消滅したり、筆境が移動し

たりする原因となるような事実は、登記記録の上からは認める

ことができない。したがって、請求人の主張するような経緯が

あったとしても、そのことにより、本件土地が現在不存在であ

り、又は、他の土地と重なり合って独自には面積がない土地と
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なっているとは認めることはできない。 

ウ このことに関し、請求人は、より具体的に、「請求人（の前

身である○○）は、大正１３年に、本件土地分の地積を○○番

○○の土地の地積として組み入れ、ブロック塀から隣接土地側

の土地を分譲した」とも主張するが、大正１３年頃に主張のよ

うな事実が行われたことを裏付けるような資料はない（請求人

は、平成２６年に行われた境界確認の困難性から、そのような

推論をするようであるが、合理的主張とは言い難い。）。 

旧○○番○○の土地は、大正１３年に、○○番○○の土地か

ら分筆されて、３２坪２合８勺の地積を有する宅地として登記

され、その時点で 新たに公示され たものであるところ 、その

後、昭和３７年に、２筆に分筆される時点でも、３２．２８坪

の宅地として公示されていたのであり、前述のとおり、この間

に、隣接する土地との間での合筆や分筆等、筆境の変更を生じ

させるような事実は、認めることができない。したがって、周

辺のいずれかの土地に、○○番○○の土地の地積が組み入れら

れたと認めることはできない。 

エ そして、さらに、昭和５年頃に○○が旧○○番○○の土地を

○○から取得した事実（前記第３・ (3)・ウ。ただし、登記記

録上は、同土地を、○○から昭和５年２月１４日付けで売買に

より登記名義を取得したのは、○○となっている。同人は、○

○の関係者であると推測されるものの、なぜ分譲を行った○○

ではなく、個人の名義で所有権移転登記を経由するに至ったの

か、その理由については請求人からの説明はなく、不明であ

る。）によっても、また、昭和４２年に、請求人の前身である

○○が本件土地の所有名義を、真正な登記名義の回復を原因と

して、○○の相続人である○○から取得したことによっても、

上記イに述べた結論は変わるものではない。なぜなら、土地に

ついて現実の所有権者の変更（時効による原始取得による場合
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も含む。）や登記上の所有名義の変更があっても、そのことに

よって、当該土地の存否や当該土地と隣接地との筆境に影響を

及ぼすことはあり得ないからである。 

オ なお、前述のとおり、登記記録によれば、昭和３７年２月２

７日に、旧○○番○○の土地は、本件土地及び同○○番○○の

土地の２筆に分筆されている。この時点で、旧○○番○○の土

地は、３２．２８坪の宅地として存在するものとして取り扱わ

れているのであって、分筆後の本件土地の地積についても、２

９．０７坪との表記もなされていることからすると、この時に

分筆された本件土地が、当時から不存在の土地であったと推測

することは困難である。そして、その後の推移からも、本件土

地の存在がなくなるような新たな要因があったものと考えるべ

き事情は、何ら認められないから、このことからも、請求人の

主張を採用することはできない。 

(2) また、請求人は、○○が、分譲地の購入者への売買契約上の所

有権移転の義務を履行するために、○○から旧○○番○○の土地

を購入した経緯等から、本件土地の所有権は、既に隣接宅地の所

有者らに移転しており、本件賦課期日において、請求人は既に真

実の所有者ではなくなっている と主張しているが（前記第 ３・

(4)）、この点についていえば、請求人は、本件処分は、納税義

務者を誤った違法な処分である旨の主張をしているものとも考え

られる。 

しかしながら、前記１・(1)及び(2)に示した法の各規定によれ

ば、賦課期日において登記簿に所有者として公示されている者

は、真実の権利関係の如何にかかわらず、その年度の固定資産税

等の納税義務者となるのであるから、本件土地についていえば、

平成３０年度の賦課期日（平成３０年１月１日） の時点におい

て、請求人が、所有者として登記されている以上、処分庁が、請

求人を本件土地に係る固定資産税等の納税義務者と認め、本件処
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分を行った点に誤りはないということになる。 

(3) 以上のとおり、請求人の主張は、いずれも理由がない。 

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

また、本件処分について、その他の点においても、違法又は不当

があるとは認められない。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

外山秀行、渡井理佳子、羽根一成 

 

別紙１及び別紙２（略） 

 


